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１ いじめ防止に向けた学校の考え方 

① いじめの定義  

 

 

 

 

 

                        いじめ防止対策推進法（文部科学省）、横浜市いじめ防止基本方針 より抜粋 

② いじめ防止等に向けての基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

２ 「学校いじめ防止対策委員会」の設置 

① 委員会の構成 

・組織の構成員（管理職、児童支援専任、担任、学年主任、養護教諭、特別支援コーディネーター） 

   ・必要に応じて、いじめの認知の視点や、いじめを受けた児童生徒の回復状態の確認や支援について、心理

や福祉等の専門家（SC（スクールカウンセラー）、SSW（スクールソーシャルワーカー））の参加を求める。 

   ・個々のいじめの対処に当たっては、関係の深い教職員を加えるなど、組織の構成を適宜工夫・改善できる

よう柔軟に運営する。 

   ・いじめ重大事態について、学校が主体となって調査を行う場合には、いじめ防止対策委員会に弁護士等

の第三者が関与して、調査に当たるものとする。 

全ての子どもは、かけがえのない存在であり、社会の宝である。子どもが健やかに成長していくことは、いつ

の時代も社会全体の願いであり、豊かな未来の実現に向けて最も大切なことである。 

子どもは人と人との関わり合いの中で、自己の特性や可能性を認識し、また、他者の長所等を発見する。互

いを認め合い、誰もが安心して生活できる場であれば、子どもは温かい人間関係の中で自己実現を目指して伸

び伸びと生活できる。しかし、ひとたび子どもの生活の場に、他者を排除するような雰囲気が形成されれば、そ

の場は子どもの居場所としての機能を失い、いじめを発生させる要因ともなりかねない。子どもにとって、いじめ

はその健やかな成長への阻害要因となるだけでなく、将来に向けた希望を失わせるなど、深刻な影響を与える

ものとの認識に立つ必要がある。  

いじめは、どの集団にも、どの学校にも、どの児童生徒にも起こりうる可能性がある最も身近で深刻な人権

侵害行為であるという認識の下で、対策にとりくんでいくための基本となる方向性について次のとおり示す。 

⑴ いじめを特定の児童生徒や特定の立場の人だけの問題とせず、広く社会全体で真剣に取り組む必要が

ある。 

⑵ 児童は、自らが安心して豊かに生活できる社会や集団を築く推進者であることを自覚し、いじめを「しな

い」「させない」、「見逃さない」安心できる社会をつくる。 

⑶ 市、学校、保護者、市民、事業者、関係機関等は、児童生徒の健全育成を図り、いじめを「しない」、「させ

ない」、「見逃さない」安心できる社会をつくるために、それぞれの役割を自覚し、主体的かつ相互に協力

し、活動する必要がある。 

法第 2条にあるように、「いじめ」とは、「児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している

当該児童等と一定の人間関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インター

ネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じてい

るもの」をいう。 

篠原西小学校 いじめ防止基本方針 
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② 委員会の運営 

  ・「学校いじめ防止対策委員会」を常設し、月 1回以上定期的に開催する。 

・いじめの疑いを把握した際には出席可能な構成員のみで迅速・機動的に臨時で「学校いじめ防止対策委

員会」を開催し、適切に対応する。 

 ・「学校いじめ防止対策委員会」では、学校としての対応方針を組織的に決定するとともに、いじめの解消を

含めたその後の対応状況の確認を行う。 

  ・校長の責任の下、学校いじめ防止対策委員会の結果について、会議録を作成、保管するとともに、毎月、教

育委員会事務局にいじめ認知報告書により報告する。 

 

 

③ 委員会の活動内容 

 学校いじめ防止対策委員会は、学校いじめ防止基本方針や年間計画に基づき、いじめの防止等に係る

様々な取組を実行するとともに、その検証を行う。また、いじめの防止等に係る学校の窓口として、地域、保

護者、関係機関等との連絡を担う。区役所、児童相談所等と連携して、多面的な視点から支援を実施する。 

 

○未然防止・早期発見      

 ・いじめの未然防止のため、いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくり 

 ・学校いじめ防止対策委員会の存在及び活動を児童生徒及び保護者に周知 

 ・いじめの防止等に係る学校の窓口や相談先の設置 

 ・「いじめ対応情報システム」の活用と記録・情報共有 

 ・いじめ（「疑い」を含む）を察知した場合には、情報の迅速な共有、関係児童に対するアンケート調査、聴き 

取り調査等により事実関係の把握といじめであるか否かの判断、時系列に沿った適切な記録・情報共有 

 ・いじめが解消に至るまでいじめを受けた当該児童の支援を継続するため、支援内容、情報共有、教職員の

分担役割を含む対処方法を決定し、確実に実行 

・いじめの背景にも目を向けた関係機関との連携や、事案に応じた警察への相談や通報 

 

○取組の検証 

 ・学校いじめ防止基本方針に基づく年間計画の作成・実行・検証・修正 

 ・学校いじめ防止基本方針における年間計画に基づき、いじめの防止等に係る校内研修の企画と 

 計画的な実施 

 ・学校いじめ防止基本方針が学校の実情に即して適切に機能しているかについての点検と学校い 

 じめ防止基本方針の見直し（PDCAサイクルの実行を含む）など 
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３ 取組の年間計画  

 

月 取組内容 

4 児童の実態把握・情報収集・引継ぎ 

篠原西小学校スタンダードの確認    いじめの定義確認・方針の説明     

地域訪問と希望者面談    児童生徒理解研修 

職員会議・保護者説明会・学年集会で基本方針説明 

 

5 いじめ早期発見のためのアンケート（記名式）→担任と児童の個別面談       

スマホ・ケイタイ教室 

児童会テーマと年間計画作成    学校運営協議会での方針説明 

 

6 YPアセスメント１回目実施→分析・必要に応じて支援検討会 

区スピーチコンテスト     横浜子ども会議に向けての校内話し合い 

 

7 中学校区防犯パトロール          横浜プログラム・SOSの出し方プログラム実施 

三者面談    教職員人権研修    横浜子ども会議ブロック別会議 

 

8 特別支援教育研修 

横浜子ども会議(運営委員の児童２名参加) 

 

9 横浜子ども会議を受けた校内発表→掲示板にて周知  

10   

11 いじめ解決のための生活アンケート（無記名式）→担任と児童の個別面談   

横浜プログラムの実施 （～１２月） 

 

12 YPアセスメント２回目実施→分析・必要に応じて支援検討会     いじめ解決一斉キャンペーン 

学校評価アンケート          二者面談 

人権週間    人権教室（全校実施） 

 

1   

2 中学校区防犯パトロール 

学校いじめ防止基本方針の見直し     ピンクシャツデーについて周知 

 

3 年間の振り返り 

新年度への引き継ぎ（幼稚園・保育園・中学校） 

 

年

間 

月１回職員会議において児童理解・情報共有の時間確保    いじめ防止対策委員会(月１回・随時)  

児童ケース会議(随時)    生活目標の確認・指導      

横浜子ども会議・テーマを受けた児童主体の活動(いじめ未然防止のための取り組み) 

あいさつ運動     なかよし学年の活動(顔合わせ、集会、体力テスト・なかよし遠足等) 

学校運営協議会（年３回） 

SCや SSWによる教育相談      専任教諭研修による校内研修 
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４ 基本的な対応方針 

① いじめの未然防止・早期発見 

〇人権教育・道徳教育の推進 

「だれもが」「安心して」「豊かに」生活できる学校をめざし、一人ひとりの人権を大切にし、差別を許さ 

ない子を育成する。 子どもが様々な学びの中で、気付きや実感をひとつひとつ積み重ねることで、命の 

大切さを実感し、いじめに向き合う心を総合的に育てる。発達段階に応じて、いじめやそれを取り巻く事 

項を扱い、道徳科の学習全体を通して児童の心を育てる。 

〇児童の主体的な取組への支援 

横浜子ども会議の取組、児童の委員会活動等を通じて、児童生徒がいじめについて主体的に話し合い、

自分のこととしていじめを「しない」、「させない」、「見逃さない」ことを考え、自ら行動することができる

よう支援する。 

・挨拶やコミュニケーションの機会を積極的につくる。 

・「相手を知る」ことの大切さについて考える機会を設ける。 

・校舎内、教室の整理整頓を心がけ、居心地のよい空間をつくる。 

〇他者との違いを理解し、様々な価値観を尊重できるような授業づくり、集団づくりの取組 

・わかる授業づくりを進める、すべての児童生徒が参加・活躍できる授業を工夫する。公開授業を行

い、互いの授業を参観し合う機会を位置づける。 

・「子どもの社会的スキル横浜プログラム」の活用し、他の児童生徒や大人との関わり合いを通して、

児童生徒自らが人と関わることの喜びや大切さに気づいていくこと、互いに関わりあいながら絆づく

りを進め、他人の役に立っている、他人から認められているといった自己有用感を獲得していくこと 

〇一人一台端末等を活用したこころの健康観察 

〇「篠原西小学校スタンダード」の活用 

登校から下校までの生活・学習場面で、全校児童がそろえて活動することで安心して過ごせるように

「篠原西小学校スタンダード」を策定し、活用する。 

〇校内研修の充実 

・（いじめ防止・対応、特別支援教育理解・推進、授業のユニバーサルデザイン等） 

・児童理解研修の推進（毎月の職員会議では各クラスの児童の様子について情報共有） 

・いじめを見逃さない教職員の体制づくり（情報共有の推進→いじめ防止対策委員会、職員会議、学

年等） 

〇外部機関、学校運営協議会、学校・家庭・地域連携事業等の活用 

   ・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーと連携した定期的な教育相談 

   ・保護者、地域、外部機関と連携したインターネットを通じたいじめへ対応及び情報モラル教育に関す

る啓発 

   ・学校いじめ防止基本方針やいじめの相談窓口として「学校いじめ防止対策委員会」があることの周

知 

   ・地域において、学校や家庭では見られない子ども同士の人間関係が現れることも考慮し、見守りたい

などを通じて把握したことについて、学校などに情報提供するよう連携体制の構築 

今年度、篠原中ブロックで代表の

子どもたちが考えた内容です。 
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② いじめに対する措置 

 ・いじめ対応情報管理システムを活用した記録、いじめ防止対策委員会での情報共有、対応方針決定 

 ・当該児童及び保護者に寄り添った支援 

・関係児童への指導・支援及び保護者への対応等、組織的な再発防止策 

 ・保護者の協力、関係機関、専門機関との連携 

 ・事案に応じた警察への相談・通報 

 ・いじめが起きた集団への働きかけによる、いじめを「しない」、「させない」、「見逃さない」安心できる集

団づくりのための指導 

③ いじめの解消 

 ・いじめの解消とは少なくとも次の二つの要件が満たされている必要がある 

1 いじめの行為が少なくとも 3か月(目安)止んでいること 

2 当該児童が心身の苦痛を感じていないこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめ発生後の対応から解消まで 

 
いじめ発生 

学校 

当該児童 

保護者 

関係児童 

保護者 

いじめ認知 

学校いじめ防止対策委員会 

いじめ解消（※当該児童の安心） 

学校いじめ防止対策委員会 

支援 

見守り・ケア 

事実確認 

指導・相談 

支援 支援 

３カ月後 

・双方の状況確認 

・解消の相談報告 

・解消となるまで継続 

・経過観察 
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５ 重大事態への対処 

① 調査・報告 

  「いじめ防止対策委員会」を中核として、直ちに対処するとともに、再発防止も視点においた「調査」を実施す 

る。調査結果を教育委員会に報告する。 

② 児童・保護者への報告 

  いじめを受けた児童生徒や保護者に対して、調査によって明らかになった事実関係を必ず報告する。 

【重大事態の定義】 

   

 

 

 

 

【調査の進め方と結果の提供及び報告】 

 

 

 

 

６ いじめ防止対策の点検・見直し 

  学校は、いじめに対応する組織体制や対応の流れについて少なくとも年 1回点検を行い、必要に応じて組織 

や取組等の見直しを行う（PDCAサイクル）。必要がある場合は、横浜市いじめ防止基本方針を含めて見直しを 

検討し、措置を講じる。学校評価の評価項目にいじめ防止等の取組に関する項目を位置づける。 

 

７ 参考資料 

① 横浜市いじめ防止基本方針(令和７年５月改定) 

② 横浜市いじめ防止基本方針(概要版) 

③ いじめ防止等のための基本的な方針(文部科学省 平成 29年３月１４日改定) 

④ いじめ重大事態の調査に関するガイドライン(文部科学省 令和６年８月改訂版) 

  

 

 

 

平成２６年３月 策定 

令和８年２月 改定 

 

篠原西小学校 045－431-１４１３／２２８２              相談窓口 

いじめ１１０番 横浜市教育委員会 0120－671－388(２４時間受付) 

学校生活安心ダイヤル 横浜市教育委員会 045‐663‐1370 

こどもの人権１１０番 0120‐007‐110 

横浜いのちの電話 045‐335‐4343(２４時間受付) 

北部児童相談所 045‐948‐2441 

 

 

いじめ防止対策推進法第 28条第 1項においては、いじめの重大事態の定義は「いじめにより当該学

校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき」（同項第 1

号）、「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている

疑いがあると認めるとき」（同項第 2号）とされている。 

学校は重大事態が発生した場合（疑いを含む）は、直ちに教育委員会に報告する。 

学校主体調査は概ね３か月以内に終えることを目指し、調査によって明らかになったいじめの事実関係に 

ついて児童生徒及び保護者に説明のうえ、教育委員会に報告する。 

 


